
市町村財政比較分析表(平成19年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [165,512円]
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給与水準の適正度   （国との比較）
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定員管理の適正度
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実質公債費比率 [19.7%]
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人口1人当たり地方債現在高 [763,695円]

類似団体内順位

[ 102/132 ]

全国市町村平均

446,922
長崎県市町村平均

584,981

(円)

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,600,966

223,788

556,512

763,695

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）
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公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

松浦市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

※平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない
　団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※ラスパイレス指数及び人口1,000人当たり職員数については、平成19年地方公務員給与
　実態調査に基づくものである。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、
　当該項目に係るデータのグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
【財政力指数】 　火力発電所（償却資産）による市税の影響で、類似団体内平均値より若干上回っているが、頭打ちの状況
（Ｈ16：0.47→Ｈ17：0.48→Ｈ18：0.46→Ｈ19：048）にある。今後は、現年課税分を優先して完納に導くために早期納税折衝を行
い、特に悪質な滞納者に対しては、債権差押等の法的手段を用いるなど市税の収入確保を図るとともに、滞納繰越分につ
いても回収強化に努める。

【経常収支比率】　過去の借入に伴う公債費が多額であること、また生活保護率が高い（松浦市30.00‰　全国平均12.30‰
〔H20.3〕）ことなどから、類似団体内平均値を大幅に上回っているため、公債費については、21年度までに約33億円の繰上
償還を行うとともに、扶助費についても、資格審査等の適正化により抑制を図り、23年度までに14年度決算値（90.8）まで回
復させることを目標とする。

【実質公債費比率】　起債の償還等に伴い上昇し、類似団体内平均値を上回っているが、今後控えている事業の厳選・重点
化を図りつつ、市債の新規発行にあたっても年度間の平準化を図り、また合併特例債を活用するなど有利な財源の確保に
努め、さらに繰上償還などを行うことにより、平成23年度までに12％台まで改善される見込みである。

【地方債現在高】　類似団体内平均値を大幅に上回っていることから、繰上償還などにより公債費の圧縮に取り組む一方で、
新規発行にあたっても、有利な財源である合併特例債を活用することにより、実質公債費比率の動向にも配慮しながら計画的
に管理していく。

【ラスパオレス指数】　平成19年度から職員の給与カット（給与構造改革による削減分も含め10％）を実施したことにより、類似
団体の平均を下回っているが、引き続き各種手当の廃止・縮減を行うなど一層の給与の適正化に努める。

【職員数】　平成18年1月1日、本土地域及び飛地・離島地域による新設合併のため、各支所にもある程度の職員配置が必要な
ことから、類似団体の平均を上回っている。今後は、平成18年度を初年度とし、平成23年度当初までの5年間で定年退職、勧
奨退職、退職者不補充等により、10％以上の職員削減を目指す。

【人件費・物件費等決算額】　類似団体の平均より高くなっているが、合併後間もないことによるスケールメリット効果が表れて
いないことも要因の１つであり、迅速かつ的確な対応を可能とする簡素で効率的な組織の再構築を進め、併せて事務事業の
見直しを図ることなどによって経費の節減に取り組む。


